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告 示
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�愛媛県告示第１１１１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並び

に松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和３年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ドラッグストアモリ�万ノ台店・ダイソー�万ノ台店
松山市�万ノ台３２０番地１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社サニーオフィス

高知県高知市山手町８１番地

代表取締役 �田 正

株式会社サニーマート

高知県高知市山手町８１番地

代表取締役 中村 彰宏

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ドラッグストアモリ

福岡県朝倉市一ツ木１１４８番地の１

代表取締役 森 竜馬

株式会社つるや

松山市湊町三丁目８番１２号

代表取締役 鶴田 直丈

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和４年３月１５日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

�愛媛県告示第１１１０号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和３年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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名 称 所 在 地
開 設 者 担当しようとする

医療の種類 指定年月日
氏名又は名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

マック東予調剤薬局 西条市北条１５９４番地 株式会社 大屋 西条市西田甲５９０番地２ 代表取締役
伊 藤 慎太郎

薬局（育成医療・
更生医療）

令和３年
９月１日

たちばな薬局 今治市立花町一丁目１０番
３号 株式会社 たちばな 今治市立花町一丁目１０番

３号
代表取締役
西 原 宏 美

薬局（育成医療・
更生医療）

令和３年
９月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２４０号 令和３年９月１０日

令和３年９月１０日金曜日 第２４０号



愛 媛 県 報令和３年９月１０日 第２４０号

１１０６

２，１１１平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

９５台

イ 駐輪場の収容台数

２０台

ウ 荷さばき施設の面積

１３２平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１１．２立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

株式会社ドラッグストアモリ

２４時間

株式会社つるや

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

２４時間

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

令和３年８月２６日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振

興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦

覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第１１１２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八幡浜支局商工

観光室並びに大洲市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和３年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ドラッグストアモリ東大洲店

大洲市東大洲１１２５番 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ドラッグストアモリ

福岡県朝倉市一ツ木１１４８番地の１

代表取締役 森 竜馬

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ドラッグストアモリ

福岡県朝倉市一ツ木１１４８番地の１

代表取締役 森 竜馬

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和４年５月１日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，４４１平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

６０台

イ 駐輪場の収容台数

１３台

ウ 荷さばき施設の面積

５０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

６．９５立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

２４時間

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

２４時間

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

２４時間

２ 届出年月日

令和３年８月３１日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振

興部八幡浜支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の日か

ら１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見



愛 媛 県 報令和３年９月１０日 第２４０号

１１０７

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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�愛媛県告示第１１１３号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和３年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

喜多郡内子町五百木１６２６

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

五百木１６２６（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び内子町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１１４号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和３年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

大洲市平野町野田乙９２２の１、乙９２３の１、乙９２６の１、１５５５の

１

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び大洲

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１１５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

令和３年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所

松山市猿川甲１２７、甲１３０の１、甲１３４、甲１３５、甲１３６の１、甲

１３６の２、甲１３７、甲１３９の１、甲１４０、甲１４２、甲１４３、甲１５２、乙

５の３７、乙５の１１７、乙１１の１、才之原乙２２０

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

猿川甲１３０の１・甲１３４・甲１３５・甲１４０・甲１４２・甲１４３・甲

１５２・乙５の１１７（以上８筆について、次の図に示す部分に限

る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び松山市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１１６号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

令和３年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 解除に係る保安林の所在場所

越智郡上島町岩城６３７６の２

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 解除の理由

道路用地とするため

２� 解除に係る保安林の所在場所

越智郡上島町岩城６３７６の２

� 保安林として指定された目的

公衆の保健

� 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１１１７号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和３年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

南宇和郡愛南町高茂３の５から３の７まで

２ 保安林として指定された目的

公衆の保健

３ 解除の理由

道路用地とするため



愛 媛 県 報令和３年９月１０日 第２４０号

１１０８
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公 告

選挙管理委員会告示
�������

�愛媛県告示第１１２０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

緑僧都土地改良区の定款の変更を認可した。

令和３年９月１０日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

�公 告

砂利採取業務主任者試験の実施について

砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第１５条第１項の規定に基づき、

令和３年度砂利採取業務主任者試験を次のとおり実施する。

令和３年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁会議室（第二別館５階 第７会議室）

２ 試験の日時

令和３年１１月１２日（金）午前１０時

３ 受験願書の提出期間

令和３年１０月６日（水）から１５日（金）まで。ただし、郵送に

よる場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

愛媛県土木部土木管理局土木管理課又は住所地を管轄する地方

局建設部若しくは土木事務所

�愛媛県選挙管理委員会告示第５８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

令和３年９月１０日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１４６，４６７

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２２，９３０

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４３，３０９

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県告示第１１１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１１９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和３年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 上分三島線
四国中央市妻鳥町字井添池口１９６３番１地先から

同町同字１９６２番４まで
令和３年９月１０日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－３１）第１３１９３号 平成３１年
４月３０日 �角田塗装工業 角田 眞吾 松山市清住１－６－２１ 令和３年

８月４日
建築工事業
防水工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２８）第９３０１号 平成２８年
１２月８日 �松山新建材センター 本田 浩二 松山市山西町２８－３ 令和３年

８月２３日 内装仕上工事業 建設業の廃止

（般－２９）第１５１４８号 平成２９年
１０月９日 山内設備工業所 山内 清文 松山市清水町１－８－１４ 令和３年

８月２７日 管工事業 建設業の廃止

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，２２３ １４，４０８

南 宇 和 郡 １８，２２９ ６，０７７

松山市・上浮穴郡 ４３５，２３１ １３９，２０６

今 治 市 ・ 越 智 郡 １３７，３２８ ４５，７７６

宇和島市・北宇和郡 ７４，５７６ ２４，８５９
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１１０９

八幡浜市・西宇和郡 ３６，３７０ １２，１２４

新 居 浜 市 ９８，７４２ ３２，９１４

西 条 市 ９０，３７５ ３０，１２５

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ４９，５４４ １６，５１５

伊 予 市 ３０，８３７ １０，２７９

四 国 中 央 市 ７２，２１４ ２４，０７２

西 予 市 ３１，６８３ １０，５６１

東 温 市 ２８，１１５ ９，３７２

令和３年９月１０日 発行


